
第１回 京都市全員制中学校給食検討会議 
 

日 時：令和５年６月 26 日（月） 午後３：００～ 

 

会 場：京都市総合教育センター地下１階 第３研修室 

 

会議次第 

１ 開会あいさつ及び本会議の趣旨説明 

２ 委員紹介、座長の選出 

３ 会議の進め方について 

４ 学校給食の概要及び本市の現状について 

５ 意見交換 

「全員制の中学校給食」に期待することなど 

６ 閉会 

 
≪資料≫ 
 資料１ 京都市全員制中学校給食検討会議の開催について 
 資料２ 京都市全員制中学校給食検討会議 開催要綱 
 資料３ 京都市全員制中学校給食検討会議 委員名簿 
 資料４ 京都市全員制中学校給食検討会議 傍聴要領 

資料５ 会議のスケジュールについて 
資料６ 学校給食の概要及び本市の現状について 
資料７ 関連法令等（学校給食法、学校給食実施基準、学校給食衛生管理基準、 

学校給食法施行令、同規則、食育基本法） 



資料１ 

 
京都市全員制中学校給食検討会議の開催について 

 

［趣旨］ 

本市では、平成１２年度から、学校給食か家庭からの弁当持参かをすべての生

徒・保護者が自由に選べる「完全自由選択制」による中学校給食を実施し、以来、

成長期にある中学生の「食」の重要性を踏まえ、生徒の嗜好や栄養摂取状況等に

配慮した献立の充実・改善、予約管理システムによる利便性の向上等、制度の充

実に取り組んできました。 

こうした中、令和５年１月、家庭環境や社会情勢の変化等を踏まえ、国におい

て、次元の異なるレベルで子育て支援、少子化対策の取組を推進することが示さ

れました。本市においても、少子化対策・子育て環境のさらなる充実は、目下、

最大の課題の一つであり、本市議会からも、これまで取り組めなかったことを一

歩前に進めるよう御指摘いただいたことを踏まえ、子どもたちの健やかな育ち

と学びのため、また、子育て家庭の支援のため、全員制中学校給食の実施に向け

て検討を開始することとしました。 

 検討に当たり、給食の提供方法や給食実施に係る学校運営上の課題、中学生へ

の食育の推進等、本市にとって持続可能で最適な手法について、様々な角度から

広く意見を聴取するため、検討会議を開催します。 
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資料２ 

 

京都市全員制中学校給食検討会議開催要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、全員制の中学校給食の実施及び食育の推進について広く意見

を聴取するため、京都市全員制中学校給食検討会議（以下「検討会議 」という。）

を開催することとし、必要な事項を定めるものとする。 

 

（委員） 

第２条 委員は、学識経験のある者、保護者その他教育長が適当と認める者のうち

から、教育長が就任を依頼する。 

２ 前項の規定により依頼する委員の人数は、10 人程度とする。 

 

（任期） 

第３条 委員の任期は、１年以内とする。ただし、補欠の委員等の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 

（座長） 

第４条 検討会議に、座長を置く。 

２ 座長は委員の互選により定める。 

３ 座長は、検討会議の進行をつかさどる。 

４ 座長に事故があるときは、あらかじめ座長が指名する委員がその職務を代理する。 

 

（招集） 

第５条 検討会議は、教育長が招集する。 

 

（会議の公開） 

第６条 検討会議は、原則として公開するものとする。ただし、以下のいずれかに

該当する場合は、会議の全部又は一部を公開しないことができるものとする。 

⑴  会議を公開することにより、非公開情報（京都市情報公開条例第７条に規定

する非公開情報をいう。）が公になるとき。 

⑵  会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障が生じる

と認められるとき。 

 

（庶務） 

第７条 検討会議の庶務は、教育委員会事務局体育健康教育室において行う。 

 

（委任） 

第８条  この要綱に定めるもののほか、検討会議の開催に必要な事項は、教育長が

定める。 

 

附 則 

（施行期日) 

 １ この要綱は、令和５年６月 12 日から施行する。 
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資料３ 

京都市全員制中学校給食検討会議 委員名簿 

 
分野等 氏名 所属・役職等 

学識 

経験者等 

（食文化） 園部 晋吾 
NPO 法人日本料理アカデミー理事 

（山ばな平八茶屋主人） 

（栄養） 中山 玲子 京都女子大学 副学長（名誉教授） 

（教育） 山下 和美 京都教育大学 

教職キャリア高度化センター教授 

保護者代表 

塩見 葉子 京都市小学校 PTA 連絡協議会 副会長 

藤下 洋明 京都市立中学校 PTA 連絡協議会 会長 

学校代表 

（校長会） 

國重 初美 
京都市小学校長会 会長 

（京都市立西院小学校長） 

山﨑 良一 
京都市立中学校長会 会長 

（京都市立春日丘中学校長） 

給食管理・ 

食育に 

携わる 

教諭等 

今川 早紀 
中学校教育研究会食教育部会 

（京都市立桂川中学校 教諭） 

尾﨑 利奈 
小学校学校給食・食育研究会 

（京都市立深草小学校 教諭） 

梶浦 祥代 
小学校栄養教諭 

（京都市立高倉小学校 栄養教諭） 

市民公募 米田 未晴 ― 

（敬称略、分野等内 50 音順） 
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京都市全員制中学校給食検討会議傍聴要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、京都市全員制中学校給食検討会議（以下「会議」という。）の傍聴に関し

必要な事項を定める。 

 

（傍聴手続） 

第２条 会議を傍聴しようとする者（以下「傍聴人」という。）は、会議開会予定時刻の 30 分

前から 15 分前までの間に、自己の氏名及び住所、連絡先を記入した傍聴人受付名簿（別記様

式）を提出しなければならない。 

２ 傍聴人の定員は、20 人とする。ただし、会場の都合等により定員を制限することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、定員を増加させることができる。 

４ 前２項の定員を超える傍聴の申請があったときは、抽選により傍聴人を決定する。 

 

（傍聴の不許可） 

第３条 次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴を許可しない。 

⑴ 酒気を帯びていると認められる者 

⑵ 会議の妨害となると認められる器具を携帯している者 

⑶ 前各号のほか、座長において傍聴を不適当と認める者 

 

（禁止行為） 

第４条 傍聴人は、次に掲げる行為をしてはならない。 

⑴ みだりに傍聴席を離れること。 

⑵ 私語、談話、拍手等をすること。 

⑶ 議事に批評を加え又は賛否を表明すること。 

⑷ 飲食又は喫煙すること。 

⑸ 画像の撮影、録音等をすること。ただし、報道関係者等で予め座長の許可を受けたときを

除く。 

⑹ 前各号のほか、会議の妨害となるような行為をすること。 

 

（退場） 

第５条 別に定める会議の座長（以下「座長」という。）は、傍聴人がこの要領に違反したとき

は、当該違反行為を制止し、その命令に従わないときは、当該者を退場させることができる。 

 

（留意事項） 

第６条 前各条に定めるもののほか、傍聴人は、座長の指示に従わなければならない。 

 

（補則） 

第７条 この要領に定めるもののほか、傍聴に関し必要な事項は、座長が定める。ただし、座長

が選任されるまでは、出席委員の過半数の賛成をもって、体育健康教育室長が定める。 

 

附 則 

この要領は、令和５年６月 12 日から施行する。 

 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－キリトリ－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

別記様式（第２条関係） 

京都市全員制中学校給食検討会議傍聴人受付名簿 

京都市全員制中学校給食検討会議を傍聴します。 

傍聴に当たっては、「京都市全員制中学校給食検討会議傍聴要領」に従い傍聴します。 

氏 名  

住 所  

連 絡 先  

 

Ｎｏ． 

Ｎｏ． 

資料４ 
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資料５ 

 
会議のスケジュールについて 

 

 

今後、教育委員会の責任において全員制中学校給食の実施方式及び基本的な

考え方（基本方針）を検討していくに当たり、本検討会議では、学識経験者等や

保護者代表、学校代表、市民公募の各分野の多角的な視点から、議論を深めてい

ただくことを目的として、以下のとおり開催を予定しています。 

 

時期 内容 

令和５年６月 26 日（月） 

第１回会議（本日） 

 ・開催趣旨について 

・学校給食の概要及び本市の現状について 

 ・全員制中学校給食に期待すること 

 

令和５年８月頃（予定） 

第２回（予定） 

・アンケートの実施について 

 ・給食の各実施方式について 

 ・他都市事例の共有 

・食育の充実及び食文化の視点について 

 

令和５年 10 月頃（予定） 第３回会議 

令和６年２月頃（予定） 第４回会議 
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資料６ 

 

学校給食の概要及び本市の現状について 

 

１ 学校給食について 

学校給食は、成長期にある児童生徒の心身の健全な発達のため、栄養バランスのとれ

た豊かな食事を提供することにより、健康の増進、体格や運動機能等の発育を図るとと

もに、食に関する指導を効果的に進めるための重要な教材としての役割を担っています。 
 

※学校給食の目標（学校給食法第 2 条） 

義務教育諸学校における教育の目的を実現するために、次に掲げる目標が達成されるよう努めなければならない。 

１ 適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。 

２ 日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことができる判断力を培い、及び望

ましい食習慣を養うこと。 

３ 学校生活を豊かにし、明るい社交性及び協同の精神を養うこと。 

４ 食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることについての理解を深め、生命及び自然を尊重する精神並

びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。 

５ 食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられていることについての理解を深め、勤労を重んずる態度

を養うこと。 

６ 我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての理解を深めること。 

７ 食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に導くこと。 

 
※学校給食の区分と内容（学校給食法施行規則第 1 条） 

区分 内容 

完全給食 パン又は米飯、ミルク及びおかず 

補食給食 ミルク及びおかず等  

 ミルク給食 ミルクのみ  
 

 
２ 学校給食の実施方式 

学校給食の実施方式として、主に以下の４つの方式があります。 
方式 概要 

自校調理方式 自校の給食室で調理したものを当該校の生徒が喫食 

親子（兄弟）調理方式 近隣の小学校（中学校）の給食室で調理した給食を配送 

給食センター方式 給食センターで調理した給食を各校に配送 

民間調理場活用方式 
（デリバリー方式） 

民間事業者の調理施設で調理したものを各校に配送 
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３ 他都市の状況（政令指定都市）令和５年５月時点 

（以下、自校＝自校調理方式、親子＝親子調理方式、センター＝給食センター方式、民間＝民間調理場活用方式） 

（１）選択制 ２市 

都市名 実施方式 

新潟市 民間 27 校  ※別途、一部全員制あり（自校 8、親子 1、センター20） 

名古屋市 民間 110 校  ※別途、一部全員制あり（自校 1） 

 

（２）全員制に移行予定 ５市 

都市名 現行方式 全員制への移行予定 

横浜市 （選択制）民間 144 民間 144 校  Ｒ８ 

相模原市 
（選択制）民間 30 

（全員制）センター5 
センター35 校 Ｒ８ 

堺市 （選択制）民間 43 センター43 校 Ｒ７ 

神戸市 （選択制）民間 82 
センター＋民間 

計 82 校（内訳は今後検討） 
Ｒ６ 

広島市 

（選択制）民間 28 

（全員制）自校 5、親子 7、

センター14、民間 10 

自校 5校、親子 11 校、 

センター25 校、民間 23 校 
Ｒ８ 

センター64 校 Ｒ13 

 

（３）全員制 １２市 

都市名 実施方式 都市名 実施方式 

札幌市 自校 58 校、親子 39 校 浜松市 
自校 34 校、親子 2校、 

センター12 校 

仙台市 
自校 12 校、親子 1校、 

センター51 校 
大阪市 自校 19 校、親子 106 校 

千葉市 センター55 校 岡山市 
自校 22 校、親子 1校、 

センター12 校 

さいたま市 自校 58 校 北九州市 親子 62 校 

川崎市 自校 4校、センター48 校 福岡市 自校 5校、センター64 校 

静岡市 自校 2校、センター41 校 熊本市 
自校 1、親子 3校、 

センター38 校 
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４ 本市の中学校給食の現状 

（１）中学校給食導入の経過 

平成９年、学識経験者、保護者代表、校長会代表等で構成する検討委員会を設置し、

中学生にとって望ましい昼食の在り方について提言をいただきました。その提言に基

づき、家庭弁当の教育効果を生かしつつ、比較的早期の全校実施が可能である、民間調

理場活用方式（デリバリー方式）による選択制中学校給食の導入を決定。平成１２年度

の試行実施を経て順次実施校を拡大し、平成１５年度から全校展開しています。（一部

の施設一体型義務教育学校を除く） 

 

※参考：実施状況 

実施方式 校数 対象人数 備考 

選択制・民間 ６４校 約 28,000 人  

全員制・自校 ７校 約 1,000 人 施設一体型義務教育学校 

実施なし １校 約 400 人 
西京高校附属中（高校の食堂

で調理した中学生弁当が利用可） 

計 ７２校 約 29,400 人  

 

（２）実施状況等 

 ア 実施形態 

・家庭からの弁当持参か給食かを自由に選択できる完全自由選択制 

イ 実施方式 

・民間調理場を活用した校外調理委託方式（２社３工場） 

・ランチボックス方式 

ウ 利用状況 

・２３．５％（令和４年度） 

エ 献立内容 

・主食（米飯）、副食（おかず５品）、牛乳の完全給食 

 ※主食は、大・中・小の３種類から選択可 

オ 献立作成・栄養管理 

・小学校給食に携わっていた教育委員会の栄養教諭が献立原案を作成し、学校現 

場の意見を取り入れて決定 

カ アレルギー対応 

・牛乳アレルギー等の場合、医師の診断に基づき飲用牛乳を除去 

・副食の除去食、代替食は未対応 

※毎月、保護者へ配布する献立表に、特定原材料（えび、かに、くるみ、小麦、

そば、卵、牛乳、落花生）に大豆を加えた使用状況を表示 
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キ 給食費 

・１食当たり 310 円（食材料費として） 

・生活保護及び就学援助を受けている家庭は公費負担 

ク 衛生管理 

・学校給食衛生管理基準（文科省）に加え、本市独自の衛生管理基準を遵守 

・随時、施設の立ち入り検査等を実施 

ケ 物資管理 

・予め届出を受け、安全性、衛生面、栄養面、経済性等、教育委員会が定めた規   

格基準に合致した物資のみ使用するよう委託業者に指示し、確認 

コ 予約管理システム 

・令和元年度、保護者・生徒の利便性向上と学校の働き方改革の推進を目的に、

インターネットによる給食申込みや給食費徴収等を一元化するシステムを構築 

・令和２年１月から１・２年生での試行実施を経て、令和２年度から本格稼働 

・スマートフォン等から給食を申し込み、クレジットや LINE Pay や PayPay など

の決済等にも対応 

・従前の１か月単位の予約に加え、１週間単位や卒業までの一括予約も可能で、  

３種類からなるご飯量選択予約にも対応 

・システム稼働時間は原則 24 時間 365 日で、学校や保護者の問合せに対応するた

め、専用コールセンターも設置（受付時間 9時～17 時，土日祝・年末年始除く） 
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食
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給

食
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条
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一
項
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す
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学

校
給

食
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い
う

。
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。
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は
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こ

れ
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施
す
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い

て
は
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該
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校
に

在
学

す
る

す
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て
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又
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徒
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対
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施
さ

れ
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も
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と

す
る

。
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